
静岡県・高知県首長アンケート（静岡新聞社実施）
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静岡新聞社アンケート

⃝ 国が本ワーキンググループで検討を進めていることを受け、静岡新聞社が静岡、高知両県の

69市町村長を対象にアンケートを実施（平成29年5月23日～25日 静岡新聞朝刊掲載）

アンケート実施者 静岡新聞社

実施時期 平成29年4月中旬～5月中旬

掲載紙面 平成29年5月23日～25日 静岡新聞朝刊

対象者 静岡・高知両県の市町村長
静岡県：35 高知県：34 計：69

回答数 静岡県：35 高知県：30 計：65

回答率 静岡県：100% 高知県：88.2% 計：94.2%

平成29年5月23日 静岡新聞朝刊（１面） 平成29年5月25日 静岡新聞朝刊（１面）

※ 本資料は、平成29年5月23日～25日の静岡新聞朝刊をもとに、内閣府で作成したもの
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策本部（もしくは準備本部）等の設置など体制の

整備

庁舎や管理している橋梁や水門など施設の点検

避難勧告の発令もしくは避難場所、避難経路の

確認などの呼びかけ

の不要不出の外出や備蓄品の確認の呼びかけ

所での工事や危険な作業などの自粛を呼びかけ

被災地への応援要員の派遣（準備を含む）

その他

何も対応は実施しない

問８．（ケース１において）最初の地震の発生直後、まずどのような対

応をとりますか。貴市町村では、この時点では被害はほとんど発生し

ていないとしてお答えください（複数回答）

静岡県

高知県

問９．地震発生の切迫度に応じて、時

間帯や避難の対象者によって、避難

の方法を変化させる考え方が示され

ています。このような避難の方法を変

化させる方法を取り入れるべきだとお

考えですか【静岡県】

問９．地震発生の切迫度に応じて、時

間帯や避難の対象者によって、避難

の方法を変化させる考え方が示され

ています。このような避難の方法を変

化させる方法を取り入れるべきだとお

考えですか【高知県】
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３日程度

１週間程度

１ケ月程度

１ケ月程度以上

避難勧告は発令しない

無回答(その他）

問１０．どの程度の期間、避難勧告を発令することが適当だとお考え

ですか

静岡県

高知県

はい
71%

いいえ
26%

無回答
（その他）
3%

はい
60%

いいえ
30%

庁舎や管理している橋梁や
水門などの施設の点検

高所での工事や危険な作業などの
自粛を呼びかけ

その他

何も対応は実施しない

住民への不要不出の外出や
備蓄品の確認の呼びかけ

住民に避難勧告の発令もしくは
避難場所、避難経路の確認などの呼びかけ

災害対策本部（もしくは準備本部）
等の設置など体制の整備

静岡新聞社による市町村長アンケート結果の概要（１／２）

（問8） 最初の地震の発生直後、まずどのような対応をとりますか。
貴市町村では、この時点では被害はほとんど発生していな
いとしてお答えください。（複数回答）

（問9） 「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググ
ループ」では、地震発生の切迫度に応じて、時間帯や避難の対象者に
よって、避難の方法を変化させる考え方が示されています。このような
避難の方法を変化させる方法を取り入れるべきだとお考えですか。

問8～10は、ケース１の現象が

発生しているとイメージして回答

（問10） 地震が発生してからでは避難が間に合わない津波到達時間が短い地
域や土砂災害のおそれがある地域の住民全員に避難勧告するとした
場合、どの程度の期間、避難勧告を発令することが適当だとお考えで
すか。

３日程度

避難勧告は発令しない

⃝ 問８：ケース１の現象が発生した場合、市町村は様々な対応を行う必要があると考えている。

⃝ 問９：切迫度と脆弱性に応じた避難方法のレベル化の考えを取り入れるべきと考えている市町村が約６～７割。

⃝ 問10：避難勧告を発生する場合、数日～１週間という答えが多い。一方で、避難勧告を発令しないという回答も２割程度存在。
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１週間程度

１ヶ月程度以上

１ヶ月程度

無回答（その他）

【高知県】【静岡県】

無回答
（その他）
10%

※本コメントは内閣府で記載

被災地への応援要員の派遣
（準備を含む）

（n=35）
（n=30）

（n=35）
（n=30）

（n=35） （n=30）



不確実な情報なので、首長ではどのような対応をす

るべきか判断が難しいから

不確実な情報だからこそ、統一した対応が必要だ

から

あらかじめ対応の計画を策定しておいて、いざとい

う時にそれを実施することは減災に役立つと思うか

ら

その他

0% 20% 40% 60% 80%

問１２－１．問１２で「必要」と回答した方にお聞きします。必要と回答した理由

はなんですか（複数回答）

静岡県

高知県

問４．政府が「南海トラフ沿いの地震観

測・評価に基づく防災対応検討ワーキ

ンググループ」（南トラワーキング）を設

置していることを知っていますか【静岡

県】

問４．政府が「南海トラフ沿いの地震

観測・評価に基づく防災対応検討ワー

キンググループ」南トラワーキング）を

設置していることを知っていますか【高

知県】

問１２．現在の大震法の警戒宣言の

ような仕組みは必要でしょうか【静岡

県】

問１２．現在の大震法の警戒宣言の

ような仕組みは必要でしょうか【高知

県】

不確実な情報なので、首長ではどのような
対応をするべきか判断が難しいから

不確実な情報だからこそ、
統一した対応が必要だから

あらかじめ対応の計画を策定しておいて、
いざという時にそれを実施することは

減災に役立つと思うから

その他
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静岡新聞社による市町村長アンケート結果の概要（２／２）

（問4） 南海トラフ沿いで異常な現象が発生した場合にとるべき防災対応
について検討を行うため、政府は中央防災会議のもとに、「南海ト
ラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググ
ループ」を設置していることを知っていますか。

（問12） 南海トラフではケース１～４のような現象が発生することが想
定されますが、それを受けた対応を行うにあたって、現在の大
震法の警戒宣言のような仕組み（※）は必要でしょうか。

（問12-1） 問１２で「必要」と回答した方にお聞きします。必要と回答した
理由はなんですか。（複数回答）

（問12-2） 問１２で「必要でない」と回答した方にお聞きします。必要で
ないと回答した理由はなんですか。（複数回答）

・不確実な情報に基づく対応は住民・企業等のそれぞれの判断に委ねるべきで、
そもそも行政が関与することは適当でないから → 静岡県 0件、 高知県 0件

・地域によって避難施設の整備状況等も異なるので、首長の判断に委ねるべき
だから → 静岡県 1件、 高知県 1件

・不確実な情報に基づいて一斉に対応することは、社会・経済への影響が大き
すぎるから → 静岡県 1件、 高知県 1件

・その他 → 静岡県 0件、 高知県 1件

（注） 問12-2の母数 静岡県（n=2)、高知県（n=3）

会議が行われて
いること、その議
論の概要も含めて
知っている

40%

会議が行われてい
ること、その議論
の概要も含めて
知っている

23%

会議が行われてい
ることは知っている
が、会議の内容ま
では知らない

53%

会議が行われている
ことは知っているが、
会議の内容までは
知らない

54%

会議が行
われてい
ることを
知らない

6%

会議が行
われてい
ることを
知らない

20%

その他
3%

必要で
ない
6%

必要で
ない
10%

必要
90%

必要
91%

⃝ 問4：本WGが開催されていることは知られているが、会議の内容まではあまり認知されていない。

高知県では会議が行われていることも知らないという回答も約2割存在。

⃝ 問12：ケース１～４のような現象が発生した場合の対応を行うにあたって、警戒宣言のような仕組みが必要と言う回答が約９割。

無回答
3%

【高知県】【静岡県】

【高知県】【静岡県】

※本コメントは内閣府で記載

（n=32）
（n=27）（n=35） （n=30）

（n=35） （n=30）

• 地方公共団体・民間事業者等は、予め警戒宣言が発せられたときの対応を中央防災会議が定める基本計画に基づいて計画として定める。

• 気象庁長官の地震予知情報を受けて、内閣総理大臣から警戒宣言が発せられた場合は、地方公共団体・民間事業者等は、自らが予め定
めておいた計画を一斉に実施する。

（※）
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